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はじめに
　安全と繁栄とは、どちらも国家の死活的利益である1。しかし時として、双方を同時に追求
することが困難となる状況が生まれる。ある国家が他国と経済的な関係を結ぶ時、そこには
どのような考慮が働くのであろうか。一般的に、貿易は相互に正の利益をもたらすと考えら
れてきた。それぞれが財を交換することによって富を得られるという考え方である。ところ
が他方で、こうした経済学的見識とは別に、安全保障上の考慮から例外的に貿易に負の効果
を見出す立場もある。これがいわゆる「敵との貿易」である。つまり、敵対する国と貿易を
することは、自国を利すると同時に相手国をも利することになってしまうというディレンマ
が存在するのである。その前提にあるのは、貿易から得た経済的力が、いずれ安全保障的力
に転換されるであろうという考え方である。それゆえ国家は、様々な環境に応じて市場に介
入し、輸出規制などの貿易政策を調整してきた。
　冷戦期、米国は東側諸国に対して、こうした安全保障上の考慮からさまざまな輸出管理政
策を講じてきた。しかし 1970 年代前後で、デタントと呼ばれる緊張緩和や国際経済状況の悪
化などによって、輸出管理政策の妥当性が議論され始めるようになった。つまり、安全保障
と経済の優先順位の問題が浮上したのである。
　国際政治学において、特に 1980 年代以降、こうした関心は、ネオ・リアリズムとネオ・リ
ベラル制度論の間の論争において扱われてきた。主権国家には上位権威がないというアナキ
ーな国際システムにおいて、国家は相対的利得と絶対的利得のいずれを最大化しようとする
のかという論点である2。前者を主張するネオ・リアリズムと、後者を主張するネオ・リベラ
リズムの論争は、安全保障と経済の優先順位を問うものでもあった。すなわち安全というも
のは、自国と相手国の相対的な力関係によってしか測れないものであり、ネオ・リアリズム
の主張と軌を一にする。他方、経済利益というものはパイを拡大することが可能であるとの
考えから絶対的利得を最大化することを意味し、それゆえネオ・リベラリズムの議論と同義
であるととらえられるためである。
　他方、現実世界においても、米国の政策における安全保障と経済の優先順位の議論が盛ん
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となった3。そこでは、経済的な利益を犠牲にしてまでも、輸出規制政策を続けるべきなのか
という議論が行われていた。経済衰退期を標榜する米国にとって、輸出規制政策が米国の国
際経済における競争力に及ぼす負の影響が検討されたのである。
　しかしながら、学問の世界においても現実世界においても、この問題はすぐに解答が得ら
れるような単純なものではなかった。それゆえ、現在も依然として議論が続いているのであ
る。具体的に輸出規制の問題に例をとれば、相手国（同盟国、非同盟国、敵国）および輸出
品目（軍事品・技術、両用品・技術、民生品・技術）によって、その政策にはバリエーショ
ンが生じている。
　本稿は、このような複雑な問題設定を背景に持つ輸出規制政策について、論点を整理しよ
うとするものである。特に相手国の中でも、米国にとって非同盟国に位置する中国に対して、
輸出品目のうち両用技術に分類される商用人工衛星というものが、どのような輸出規制政策
のもとに置かれてきたのかを検討する。以下ではまず第 1 に、安全保障と経済の優先順位が
議論される際、その前提とされる経済的力から安全保障的力への代替可能性の問題を論じる。
第 2 に、その代替可能性があると前提した場合、輸出に慎重にならざるを得ない相手国とし
て、特に非同盟国との貿易の問題点を指摘する。第 3 に、上記 2 つの論点が交差するところ
に位置する格好の事例として、米国における両用技術の対中輸出規制政策を取り上げ、安全
保障利益と経済利益の相克を確認する。また同時に、いまなお優先順位の問題が解決されな
いために、冷戦終結以来、修正が滞っている輸出規制法についても検討する。
１．代替可能性とディレンマ
　貿易の品目は、貿易分野（経済力）から安全保障分野（軍事力）への代替可能性（外部効
果）の高低あるいはその速度に着目すれば、（1）軍事物資・武器（軍用品）、（2）両用技術・製
品（両用品）、（3）非軍事物資（民生品）の 3 つに分けることができる。
　それらの貿易において、（1）の軍事物資・武器はいつの時代においても安全保障的考慮が強
く働くものであり、非同盟国に対してばかりか、同盟国に対しても輸出は慎重に決定される。
逆に（3）の非軍事物資に関しては、たとえ安全保障への外部効果があったとしても、間接的で
長期的な効果でしかなく、それほど輸出を憂慮するものではない。しかしこれら 2 つとは異
なり、（2）の両用技術・製品は軍需にも民需にも利用可能であり、安全保障分野への転換が極
めて直接的、短期的になされると考えられる。そのため、安全保障上の考慮を強く反映する
こともあれば、経済上の考慮を強く反映することもあり、政策の変化が予想される。
表 1：貿易の品目と外部効果
貿易の品目 軍事力への代替可能性・速度
軍用品 高
両用品 中
民生品 低
　この政策を決定するにあたって、両用技術を輸出することで経済的な利益を得ることは、
同時に安全保障上の損失となる、というような条件が成立するとき、国家はディレンマに陥
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るのである。そのディレンマを特定するのは、相手国の位置である。
２．相手国と輸出規制
　相手国によって、また貿易品目によって、輸出（規制）政策は異なる。ここでは、その政
策のバリエーションについて、具体例を挙げながら詳述する。
表 2：貿易の品目と相手国
相手国
貿易品目
同盟国 非同盟国 敵　国
軍用品 ① ④ ⑦
両用品 ② ⑤ ⑧
民生品 ③ ⑥ ⑨
　まず貿易の相手国は、同盟国、非同盟国、敵国の 3 つに分類することができる4。自国と同
盟国とは安全保障上の共通の利益を有するため、上述した代替可能性のディレンマが生じる
ことは、他の相手国に対する輸出との比較においては少ない（①−③）。冷戦期には西側陣営
内の国家同士の貿易関係が盛んであったが、このことから同盟内部には外部効果（代替可能性）
を考慮する必要がないため、貿易が最も進展しやすいとの結果を導いた研究もある5。この同
盟国との貿易において、慎重な検討を要するのは、軍用品の一部ということになろう。（①）
1980 年代の次期支援戦闘機（FSX）に関する日米共同開発に至る経緯や、昨今の F-22 戦闘機
の対日輸出問題などに明らかなように、安全保障上の考慮の他に米国の国内要因も反映され
ているとはいえ、同盟国同士でも輸出が困難となる品目はこの軍事品に多くみられるのである。
　次に、敵国との貿易は、殆ど行われない（⑦−⑨）。後述するように、米国には対敵通商
法があり、軍用品や両用品は当然のこと、民生品も含めた禁輸が行われる。朝鮮戦争勃発後、
中国に対して特に厳しい禁輸措置を課していたことはこの例である。
　このように、同盟国および敵国に対する貿易政策は原則的な理解がある程度可能となるが、
その反面、非同盟国に対する貿易政策は非常に複雑なものとなっている（④−⑥）。その複雑
さとは、文字通り同盟国でも敵国でもないことに起因する、相手国の位置を見定めることが
困難である状況を反映している。そしてその位置が定まらない相手国に対する両用品の輸出
については、さらに原則が定まらない状況となっている（⑤）。つまり、非同盟国に対する軍
事品の輸出となると、これを極力控えることが予測される（④）。それは、同盟国に対する軍
用品の輸出とは異なり、いつその立場が自国に対して敵対的なものになるのか判断が出来な
いからである。これに対して両用品の輸出の場合は、軍用品と比較すれば相手国の軍事力に
直結するわけではないという点で輸出の可能性があり、また経済的利益を求めれば当然輸出
を検討することになる品目と言える。しかしながら、長期的な観点から相手国を増強する可
能性に着目すれば、この品目の輸出もまた、安全保障上の考慮から差し控える可能性が増す
のである。米国にとって冷戦終結後の中国は、この非同盟国として分類される。協調できる
問題が多くある反面、対立する問題もあり、潜在的敵国として位置づけられることもしばし
ばであるためである6。
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３．米国の対中輸出規制政策
　上述の通り、米国が中国を貿易相手としてどのように位置づけるのか、またそのような相
手国に対して両用品の輸出をどのように行うかという問題は、常に論争をはらんでおり、米
国内でも盛んに議論されてきた。以下では、まず両用品全般の性質を確認したのち、これを
管理・規制する制度がどのような変遷を遂げてきたのかを概観し、この制度において中国が
歴史的にどのような位置づけをされてきたのかを振り返る。次に、両用品の中でも商用人工
衛星の問題に焦点を当て、この品目が持つ問題点を明らかにし、この品目の輸出に関する国
際市場における米国の位置づけを確認し、そしてその対中輸出の歴史をたどる。最後に、現
在の中国に対する商用人工衛星の輸出規制の根拠を確認したい。
３−１．両用技術の輸出規制
（1）両用技術の性質
　両用品（dual-use items）あるいは両用技術（dual-use technology）とは、文字通り、軍事
用にも民生用にも利用可能な製品あるいは技術を意味する。つまり軍需品にも民生品にもな
る汎用品のことをさす7。
　輸出面で問題となるのは、軍事に適用可能なハイテク製品である。具体的な例を挙げれば、
軍需として利用可能なナビゲーション・システムを搭載した旅客機、洗練された fiber-optic
伝道を用いたテレコミュニケーション関連装置（microwave シグナルよりも妨害することが
難しい）、高性能コンピューター、工作機器（machine tools）、暗号をソフト用言語として使
用しているコンピューター・ソフトウェアなど多岐にわたる。本稿で扱う人工衛星も両用品
であり、特に米中間での輸出が問題となっていた。その詳細については後述する。
　歴史的に米国では、平時における輸出規制には、軍事物資（軍用品）に関するもの、非軍
事物資（民生品）に関するもの、両用品に関するものがある。ただし、両用技術だけを対象
とする法がなかったばかりか、両用品自体がとりわけて規制の対象となったのも 1979 年と
比較的最近のことであった。第二次世界大戦後、新たな安全保障上の脅威に対処し、平時に
おける輸出管理システムを構築する要請から、1949 年に「輸出規制法（the Export Control 
Act、以下 ECA49）」が成立した。この法が、後述するように武器など戦略物資と、両用技
術・製品の双方を規制対象としてきたのである8。
　特に輸出規制政策にとって重要であったのは、技術を取り巻く環境が変化したことである。
つまり、冷戦初期から 1960 年代までは、まず軍事分野で技術開発が起こり、それが民生分野
に波及するというパターンが主流となっていた。これはスピン・オフ効果と呼ばれている。
ところが、60 年代半ばになるとコンピューター分野で、70 年代に入ると半導体分野で相次い
で民生市場が優位となり、当然、技術開発も民生主導で起こる状況が生まれたのである。こ
れは、それまでのスピン・オフ効果とは全く逆の状況となり、民生分野での技術開発が軍事
分野に適応される、スピン・オン効果の時代の到来であった 9。このあたりから、安全保障と
経済の間のディレンマがさらに複雑で微妙なものとなっていくのである。
　歴史上、敵との貿易を特に問題にしていたのは冷戦期であった。米国は西側陣営をして対
共産圏輸出統制委員会（COCOM）や対中国輸出統制委員会（ChinCom）といった多国間制
米国における両用技術としての商用人工衛星の輸出規制と中国―安全保障と経済のはざまで―（髙木）
− 205 −
度を形成したり、米国国内で輸出規制法案を成立させたりして、東側陣営に特に軍事物資が
渡らないようにすることで相手の増強を妨げようとしたのである。
　冷戦初期、国家の選好における優先順位が安全保障にあったことは明らかであるが、他方
で西側陣営内では安全保障上の考慮は必要なくなり、1970 年代には経済問題が次第に政治化
されていった。冷戦期においてもすでに、西側の国家間では、安全保障と経済の優先順位は
変化してきていたのである。この現象は東西対立関係が消滅した冷戦終結後の世界でさらに
一般的になった。
（2）歴史
①両用技術と輸出規正法
　輸出規制とは、米国の国家安全保障を守り外交政策目標を促進するために、特定の選択さ
れた品目の輸出をライセンスに基づいて行う平時の輸出管理システムのことである。 このラ
イセンス・システムを通じて、米国は自国の利益に反する利益を持つとみなした国に対し、
特定の物資や技術の輸出を管理している10。輸出管理とは、経済的な犠牲の上に安全保障上の
利益を追求することであり、技術あるいは軍事物資を介して経済と安全保障がリンクしてい
ることを意味している11。
　米国は輸出規制政策を、さまざまな角度から、複合的に行ってきた。これらはまず、多国
間からなる輸出規制と、米国の国内法としての輸出規制政策とに分類することができる。本
稿は後者を分析対象としているが、前者についても簡単に触れておく。多国間の輸出規制の
例としては、冷戦期の対共産圏輸出統制委員会（COCOM）および中国委員会（ChinCom）
が挙げられるが、これは西側諸国（NATO 加盟国と日本）から共産圏に、相手の軍事力を増
強するような物資の輸出を統制する名目で設立された12。その後冷戦が終結し、新たな脅威
はソ連や共産圏のような特定の国家といった対象から、特定できない相手への拡散という問
題へと変化した。この変化に対応するため、1994 年に COCOM が失効する前後で、輸出規制
に関する新たな多国間レジームが形成され、大量破壊兵器関連（NPT、NSG、CWC、BWC、
オーストリア・グループ）、ミサイル技術（MTCR）、通常兵器（ワッセナー協約）など、細
分化された輸出品目それぞれに対する措置がとられるようになり、現在に至っている。
　他方、米国の国内法としての輸出規制政策もまた、複合的に構成されている。まずこれら
には、戦時に対応するものと、平時に対応するものがある。本稿は後者を対象とするが、戦
時における輸出規制としては、1917 年に成立した「対敵通商法（the Trading with Enemy 
Act）」、1935 年成立の「中立法」、1940 年成立の「P.L.703」があり、これらは恒久法である
ため現在も効力を持っている。これに対して、平時における輸出規制には、軍事技術（兵器）
輸出に関するもの、非軍事物資（民生品）に関するもの、両用技術・製品に関するものがあ
る。本稿では両用技術・製品に関する輸出規制を対象としているが、両用技術だけを対象と
する法案がないばかりか、両用技術自体がとりわけて規制の対象となったのも 1979 年と比較
的最近のことであるので、ここでは武器など戦略物資と、両用技術・製品の双方を規制対象
とする「輸出規制法」に焦点を絞り、その変遷を概観しながら、両用技術・製品の輸出規制
政策における位置づけを行いたい。
　第二次世界大戦後、新たな安全保障上の脅威に対処し、平時における輸出管理システムを
構築する要請から、1949 年には「輸出規制法（the Export Control Act、以下 ECA49）」が
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成立した13。この法は、米国の 3 つの目的からなっている。まずは、希少物資の輸出を阻止す
ることである（Short-Supply controls）。特に、戦略的に重要な物資が不足している状態にお
いて、他国への輸出を規制している。第 2 は外交政策上の目的（Foreign policy controls）で
ある。米国の対外政策上の目的を達成するための規制であり、例えば地域の安定、人権、対
テロ、ミサイル技術および生物化学兵器の拡散といった問題に対処するためのものである。
第 3 の目的は、国家安全保障上の規制である（National security controls）。米国の国家安全
保障にとって脅威となる国への、軍事能力に貢献するような製品や技術の輸出を規制してい
る。このときの輸出許可の権限は大統領に、実際の執行の権限は商務長官にあった。そして
ECA49 の成立と同年に COCOM も成立し、多国間での枠組みと、それを裏打ちする国内での
輸出規制の法的措置とが整ったのである。
　ECA49 は時限立法であったので、数年おきに更新する必要があった。1951、53、56、58、
60、62、65 年の 7 回は、大きな修正もなく延長手続きがとられた。しかし何の論争もなく更
新が行われたわけではなく、規制の強化・緩和をめぐって、あるいは ECA49 の恒久法化（時
限解除）をめぐって、行政府と議会間にも省庁間にも対立が見られた14。
　ところが 1960 年代後半になると、米国の輸出管理システムに対する最初の再検討および修
正が起こった。すなわち 1969 年に米議会は、「輸出管理法（the Export Administration Act、
以下 EAA69）」を制定し、これをほとんど禁輸に近かった 1949 年の ECA49 に代替させた。
この「輸出管理法（EAA69）」がこれまでの「輸出規制法（ECA49）」と異なる点について挙
げれば、まず目につくのは名称の変更である。規制（Control）から、管理（Administration）
への変化は、「安全保障」だけでなく、「経済」をも視野に入れた規制の緩和であったことを
物語っている。つまり、これまで商務省からの再三にわたる時限解除要求や、穀物生産者な
ど産業界からの圧力は、安全保障上の目標を優先せざるを得なかった環境にあっては聞き入
れられることはなかったが、国際政治的環境が改善され、東西経済関係の経済的利益がより
明確になってきたことによって、法改正の可能性が生じたのである15。ニクソン政権ははじめ
規制緩和を渋っていたが、ベルリン問題の収束や戦略兵器制限交渉（SALT）の調印などを経
ると、輸出規制法の改正に絶大なる支持を与えるようになった16。加えて当時、米国経済にと
って貿易の果たす役割が増大し、同盟国から輸出規制緩和を求める政治的圧力が高まってい
たことも改正の一助となった。
　では、具体的にはどのような経済的側面が考慮されたのであろうか。ECA49 成立時の 3 つ
の目標はそのまま変更なく据え置かれていたが、EAA69 では、「米国経済に与える影響を十
分考慮した上で初めて輸出規制を実施する」旨が、新たに付け加えられたのである。また、
第三国からの入手可能性（Foreign Availability）についても言及され、「米国以外から同様
のものを入手できない場合に限り、米国からの輸出を禁止する」ことになったのである。こ
れは当時の西欧諸国や日本が、米国よりゆるい輸出規制政策をとっていたことへの対応策で
あった。米国は決して安全保障のために経済面で妥協することを辞さなかったが、それを
COCOM 加盟国にも強制することとなると、徐々に困難な状況が生まれてきていたのである。
　しかし、時限立法を恒久化する要求の方は、デタント下にあっても可能とはならなかった。
これを行えば、議会から大統領（行政府）へ、輸出規制の権限を委譲することになり、議会
によるチェック機能が失われるからである。議会内には依然として対ソ強硬路線が残ってい
たのである。そのため、1972 17、7418、7719 年にはこれまでと同様に修正・延長手続きがとら
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れた。
　次に輸出規制に目立った修正が見られるのは、1979 年である。このとき成立した「79 年輸
出管理法（以下、EAA79）」が、1990 年代を通じて 2000 年まで延長されたという事実から
も、輸出規制の基礎がここである程度定まったということができる。このときの修正とは、
ECA49 成立時の 3 つの目標をそのまま受け継ぐものであったが、その中のひとつ、外交政策
上の目標のなかに、さらに 3 つの規制対象が含まれることになったのである。それらは、地
域の安定とバランスに重大な影響を与える恐れのある地域、人権を著しく侵害している国家、
そして国際テロを起こしたり支援したりしている国家、であった。これは、脅威の源泉が潜
在的に多様化し、冷戦の文脈において安全保障問題を捉えるだけでは不十分となる状況への
対応であった。
　特に輸出規制政策にとって重要であったのは、前述の通り、技術を取り巻く環境が変化し
たことである。つまり、冷戦初期から 1960 年代までは、まず軍事分野で起こった技術開発が
民生分野に波及していたのだが（スピン・オフ効果）、60 年代半ば以降、民生市場が優位とな
り技術開発も民生主導で起こるという、それまでとは全く逆の状況となり、民生分野での技
術開発が軍事分野に適応される時代となったのである（スピン・オン効果）。これに伴い、「安
全保障」と「経済」の間のディレンマがさらに複雑で微妙なものとなっていった。EAA79 で
も、「武器とこれに直接関連した武器技術」の輸出規制だけでは共産圏に先端技術が流出して
しまうことを懸念し、次の 4 分野が新たに輸出規制品目に追加された20。すなわち両用（汎用）
品・両用（汎用）技術、ノウ・ハウ、重要部品、フルターン・キー方式の製造工場、である。
カーター政権は対ソ外交に経済的手段をしばしば利用して強硬路線を堅持し、高性能コンピ
ューターや石油・ガス採掘機から穀物までさまざまな禁輸を行ったが、これらは貿易振興の
性格を持つ EAA79 とは逆の方向性を持つ政策であった。
　1980 年代はさらに安全保障と経済の対立が米国内外で見られるようになった。1981 年には
EAA79 の一部修正・延長が行われたが、次なる延長の時期、1983 年にはさまざまな対立が顕
在化した。まずレーガン政権は貿易や技術分野での東西関係がもたらす軍事・戦略的帰結を
憂慮していた。特に国防次官のワインバーガーや国防次官補のパールは、ソ連が大規模かつ
組織的に西側から先端技術を獲得しようとしていることに警告を発していた。しかしこうし
た態度は国内（産業界、学会）、同盟内ともに反発を招いた。さらに対立は政府と社会におけ
るものばかりでなく、議会内部にも見られた。EAA79 を通じて、輸出規制に対する国防総省
の権限強化を求める上院案と、従来どおりの商務省権限を守ろうとする下院案が対立したが、
妥協点を見出すところまでは至らず、結局 83 年は改正されずに終わったのである。
　これら安全保障と経済の対立は収斂することなく続き、85 年には全般的に国防総省の権限
が強化されるかたちで修正・延長されたが21、次の 88 年には逆に商務省の権限が再び強化さ
れるかたちで修正され、89 年までの延長が決定されたのである22。
　1989 年にこの EAA79 が再び 1 年間延長され、90 年に更新の時期が訪れたとき、議会内で
は冷戦後の世界における輸出管理のあり方についてコンセンサスを確立することができず、
EAA79 の改正においても合意点を得ることができなかった23。この第 101 回議会（1989-1990
年）以来、議会内では EAA79 の改正手続きに関して何の合意も得られないまま 1990 年
代および 2000 年代を終えようとしているのである。その間 EAA79 は、1990、93、94 年
に、「国際緊急事態経済権限法（the International Emergency Economic Powers Act、以下
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IEEPA）」24 に基づいて延長されたのち、1994 年 8 月 19 日には IEEPA 下に発行された大統領
令第 12924 号の下、2000 年まで 6 年間延長された。2000 年には、上下両院を通過し同年 11
月 13 日に大統領の署名を得た P.L.106-508 によって、EAA79 が翌 2001 年 8 月 20 日まで延長
されることとなった。それ以後は再び、IEEPA に基づく大統領令によってその効力が延長さ
れている。すなわち 2001 年 8 月 17 日に出された大統領令第 13222 号に始まり、毎年更新さ
れてきたのである。
　このような IEEPA の下で、EAA79 が暫定的に延長されることについてはいくつか問題点
があるため25、議会はこれを解決するために EAA79 の修正を行おうとさまざまな法案を提出
したが、現在に至ってもなお、修正のための合意が形成されないままの状況にある。
　例えば、EAA を書き直そうという法案は、第 104 議会、第 105 議会、第 106 回議会、第
107 議会、第 109 議会、第 110 議会、そして第 111 議会で何度も提出されてきた26。それら法
案の中には、委員会レベルで審議・可決されたもの、一議院において可決されたものもあっ
たが、それ以上の審議がなされることはなかった。つまり、未だに改正できない状態にあり、
それゆえ IEEPA による更新が続けられているのである。
　なぜこのように多くの法案が提出されながらも、修正が困難となっているのであろうか。
EAA79 の修正に関する議論には、概ね 2 つの立場がある。それらは輸出振興のために規制緩
和を望む立場と、規制緩和は国家安全保障目標にとって妥協的であると懸念する立場である。
つまり、安全保障と経済の対立が反映されているのである。一方で、ある製品や技術の輸出
は米国の安全保障や外交政策にとって負の影響を与えうるということは広く認められている
のだが、他方で多くの人は、現行の輸出規制が米国経済にとって有害であると信じており、
その結果として競争力、市場シェア、そして雇用の損失が起きることによって米国経済に害
を及ぼすことになり、特定の米国産業や経済そのものへの害は米国の安全にも否定的な影響
を及ぼすと考えている。また、米国経済、ライセンス・システム、規制された品目の海外調
達可能性、多国間レジームに反対するものとしての一方的管理、といった事項に伴うコスト
に関する論争も起こっている。ここ数年の議会の関心は、高性能コンピューター、暗号、ス
テルス技術、衛星、精密工作機械、宇宙航空技術、民間航空装備、およびみなし輸出に集ま
っている27。議会内でも、無修正から完全な書き換えまで、幅広い立場がみられるのである。
また、その輸出管理の対象国としては、中国に注目が集まっている。
②両用技術の対中国輸出
　では米国の輸出規制政策において、中国はどのように扱われてきたのであろうか。米国は、
輸出対象国をいくつかのカントリー・グループに分類して、そのグループごとに輸出できる
品目を区別していた28。なかでも中国は、分類されるグループが時代によってとりわけ変化し
た国である。すなわち戦後から現在まで、米国にとって中国とは、敵対関係にあったり準同
盟関係にあったり、再び相互に脅威を感じるようになったりするような流動的な関係をもつ
国家関係であったためである。このような米中関係を検討することは、安全保障と経済の優
先順位の問題に答えるための格好の事例を提供しているといえるのである。以下では、米国
がいつ、どのように、中国に対して両用技術・製品の輸出を規制してきたのか、概観する。
　冷戦初期、1948 年に中国は他の共産主義国と同じ「グループ R」に分類された。しかし、
1950 年に朝鮮戦争が勃発し、中国の人民義勇軍がこれに参戦すると、米国は中国を敵国とみ
米国における両用技術としての商用人工衛星の輸出規制と中国―安全保障と経済のはざまで―（髙木）
− 209 −
なし、1917 年に成立した「対敵通商法」によって他の共産圏の国家よりも厳しい規制が課され
た29。続いてカントリー・グループの方にも修正が施され、1951 年には「グループ R」の中
に新たに「サブ・グループ A」を設け、これが一番厳しい規制対象とされた30。米国は中国に
対して単独の輸出規制を課すだけでは不十分であると考え、多国間での対応を検討した。こ
れが中国委員会（China Committee、以下チンコム）としてココムに併設されたが、中国に対
してソ連圏に対するよりもさらに厳しい統制を行うことに西欧諸国が反発し、結局 1957 年の
会合を最後に効力を失う結果となった31。
　1960 年代に入ると、欧州ではデタントの流れから、アジアではベトナム戦争への対処から、
同じ共産圏でも欧州とアジアでは異なるグループ分けを行うようになった。1965 年には「グ
ループ Z」が設けられ、中国をはじめアジアの共産主義地域に最も厳しい統制が課されるこ
とになった32。
　その後、1972 年の米中接近を受け、中国はソ連・東欧と同じ「グループ Y」に移されるこ
とになった。これを契機に中国への貿易統制の緩和が行われ、1980 年 4 月には中国のみを対
象とした「グループ P」へ、1983 年 6 月には西欧・日本と同じ自由主義経済の国家群からな
る「グループ V」へと移行した。「グループ P」への移行は、それまで議論されていた、中国
とソ連を同等に扱うべきか、あるいはソ連へのテコとして中国を優遇するべきかという国内
論争への決着となった。後押ししたのはソ連のアフガニスタン侵攻であった33。このグループ
移行に伴って、米国は中国に対し、ソ連に認められていない両用製品・技術の移転を初めて
認めることになった。これに続く「グループ V」への移行後も、ソ連より中国を優遇しよう
とする政策が採られたものの、西欧や日本への輸出に比べると明らかに異なった対応をとっ
た。なぜなら「米国の安全保障に懸念を生じさせるような製品と技術の制限は許される」と
されていたからである。例えば、まず中国向けの規制品目の輸出には特別なライセンスの取
得を要求し、これは特に米国のコンピューター輸出の足かせとなっていた。また、中国向け
輸出にはエンド・ユーザー審査が設けられた。最後に、「グループ V」に属しながらも、中国
向け輸出はココムの審査を必要とした34。これらは、安全保障上の考慮からすれば当然のこと
ではあったが、他国との競争を強いられた米国産業界内部では不満が募った。高度技術の輸
出に関しては新たなガイドラインが策定され、「緑（グリーン）」「中間（イエロー）」「赤（レ
ッド）」からなる分類が設けられ、輸出規制が行われることになった35。この設定によって、
米国産業界が不満を抱いていた「ライセンス取得の煩雑さ」がいくらか解消された。これを
受けて、ココムでのリストも修正され、中国向け輸出の手続きはさらに簡略化されることに
なった。
　中国に対する輸出規制の緩和はその後も進み、1988 年の EAA 改正に際しては、中国向け
輸出に対する配給ライセンスの発行が具体化された。しかし、中国による中東への武器輸出
問題、天安門事件が相次いで起こったため米国は中国に経済制裁を課し、輸出規制は予定さ
れたようには緩和されないまま冷戦終結を迎えた。
　冷戦終結によって、ココムの規制対象となっていた旧共産圏諸国への輸出統制の自由化が
進んだが、米国は中国に対して天安門事件後の制裁を一貫して続けていた。その制裁とは、
（1）全ての政府間および民間の対中国武器売却の中止36、（2）核エネルギー協力を含む活動の停
止、（3）犯罪取締りおよび探知機器の輸出停止、（4）ココムにおける中国に対する高度技術の
輸出規制緩和についての交渉停止、（5）米国軍需品リスト上の防衛品輸出停止の継続、であっ
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た37。
　米商務省輸出管理局（BXA）は、中国向けの輸出に対するライセンス審査をケース・バイ・
ケースで行っていた。中国向け輸出のなかでも、核・軍事・警察活動に貢献する可能性のあ
るものに関しては、政府がさらにライセンスを発行することが要求されていた。
　クリントン政権も１期目の初めは中国による MTCR 違反への対応として、制裁という名
目でさまざまな輸出規制を行っていたが38、1993 年末あたりから、徐々に制裁を解除し、衛
星や高性能コンピューターの輸出を始めた。冷戦後の中国の位置づけは流動的なものとなり、
制裁を課したり解除したりと場当たり的な対応が目立っていたのである。その背景には、中
国という巨大市場を最大限に活用して自国経済の再建を図ろうとする目論見があったのであ
る。
　しかし同時に、中国の経済成長が衰えることなく続き、国防費も増え続けている状況にお
いて、米国側の懸念も高まってきている。2007 年 6 月 19 日、輸出規制を担当している米商務
省の産業安全保障局（BIS）は、「中華人民共和国に対する輸出及び再輸出規制の修正並びに
明確化；新たに設けた妥当なエンド・ユーザーの認定；輸入証明書の改定及び中華人民共和
国のエンド・ユーザーに対する文書の要求」39 と題する文書を発表し、これによって「米国輸
出規則（the Export Administration Regulation: EAR）」40 を修正し、その最終版とした。BIS
はこの文書において、今回の修正の背景には、中国の軍事能力の向上に貢献するような輸出
を規制すること、およびこれまで商務省が管轄してきた、輸出に際して許可を必要とする品
目のリスト（CCL）に掲載されていなかった両用技術のうち、中国の軍事関係者をエンド・
ユーザーとして輸出される取引を規制することを目的とする必要性が高まったことなどがあ
ったと説明している。米国では明らかに、中国の軍事力増強を意識しており、米国からの輸
出によってこれを促進することがないように、細心の注意を払っていることがこの修正に表
れている。
　次節では、このような懸念を抱く遠因ともなっている、商用人工衛星の対中輸出の事例に
ついて詳述する。米国が両用技術としての商用人工衛星を輸出したことによって、中国の軍
事能力を強化したとされる一件である。
３−２．両用技術としての人工衛星
（1）問題の所在
　ここでは、実際に人工衛星の何が問題になっているのかを確認しておきたい。
　まず商用人工衛星と軍用人工衛星との違いとは、前者が音声、データ、ビデオなどのさま
ざまな媒体を通じて民間のコミュニケーション機能を促進することを目的としているのに対
し、後者は国家安全保障に関する情報を伝達することのみを目的としており、リアル・タイ
ムで戦場のデータを提供したり特定の軍事的要求に即した情報を伝達したりするところにあ
る。
　しかし目的の違いこそあれ、商用人工衛星はどれも軍事的に重要な 9 つの性質のうち 1 つ
以上を有している41。例えば、地上の局にデータを戻すことなく衛星間での安全なデータ送
信を可能にするための「クロスリンク能力」がこれにあたる。国防総省や国務省は、これら
の技術データが公開されることによって他国のミサイル能力の向上を招く恐れがあるとして、
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米国製の商用衛星の海外での打ち上げに際し、技術のセーフガードを条件とした。しかし他
国との衛星打ち上げのための議論を通じて、必要以上の情報を提供してしまう恐れもある。
特に国防総省や国務省が憂慮しているのは、衛星と打ち上げロケットとを接続する技術が、
弾道ミサイルの打ち上げにも適用可能であるという点、また衛星を軌道に乗せる技術をその
まま弾道ミサイルに利用できるところにある42（図 1 参照）。
図 1：衛星打ち上げ技術の弾道ミサイルへの適用可能性
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　それゆえ輸出相手が中国の場合は、米国にとって特別な意味合いを持つことになる。それ
は、中国が 1990 年代を通じて軍民両用技術の強化にあたっていたからである。江沢民国家主
席（当時）は 1991 年 6 月、「戦時にも平時にも適用できる軍民両用のテレコミュニケーショ
ンシステムの構築」の必要性を説いた43。特に 1996 年の「第 9 次 5 か年計画と 2010 年長期
目標要綱」を受けた 1997 年の「軍民転換“九五”計画要綱」では、国防工業の主力民生用品
の一つに衛星運搬ロケットが挙げられており、その重要性がうかがえる 44。1990 年代に入り、
人工衛星の打ち上げビジネスを始めた中国は、諸外国の衛星打ち上げを代行している。打ち
上げを繰り返すことによって、ミサイル・ロケットなどの運搬手段の開発に余念がない45。こ
れと同時に自国の衛星打ち上げにも熱心であるが、表向きには民間通信用と謳われた打ち上
げも、軍事利用の目的を持っているとされている46。中国の人工衛星は、基本的にはミサイル
を転用したものである47。また打ち上げロケットの長征（LM）は大陸弾道ミサイル（ICBM）
の東風（DF）と相互に関連している48。 
　衛星打ち上げの技術がそのまま中国の軍事能力に転換されるかどうかについては議論の余
地があるが、中国側では、移ろいやすい荷重を守る能力、ロケットの高さを制御する能力、
キックモーターを使って衛星を宇宙のある特定の位置に動かす能力、単一の打ち上げから複
数の衛星を分配する能力に向上が見られ、知識を蓄積していることは明らかである49。
　人工衛星の輸出が問題になるというとき、この輸出を 2 通りに分類できる。1 つは、衛星そ
のものの輸出である。輸出された衛星が解体され、その内部の技術が明らかになることへの
懸念があるとき、輸出が安全保障上の問題となる。米中間の場合は、衛星を輸出する際に重
要な技術をブラック・ボックス化するという取り決めがあり、衛星自体の輸出はさほど問題
とならないとされる。むしろ重要となるのは、もう 1 つの輸出、すなわち中国の打ち上げロ
ケットを用いて衛星を打ち上げることである。米国やそれ以外の国家が、米国製衛星を購入
し、中国の打ち上げサービスを利用するという場合がこれにあたる。それは、前述のような
ロケットと衛星とを連結させる技術など、さまざまな機密情報が漏洩する恐れを伴っている
からである。
（２）米国衛星産業および打ち上げ産業の国際市場における位置および競争力
　米国の衛星産業および打ち上げ産業は、国際市場で圧倒的な競争力を保持してきた。
　まず国際的に見て、一時は米ソに独占されていた衛星打ち上げサービスを行っている国は、
米国、欧州、中国、ロシア、ウクライナ、日本、インドの 7 か国に広がった。その中でも非
市場経済国である中国、ロシア、ウクライナは安価なサービスを提供しているため、この 3
カ国が米国の競争相手国となり得る50。
　しかし、国際市場に出回っている商用衛星のほぼすべては米国製であるか、あるいは米国
製の部品を必要とするものである。それゆえ、すべての商用衛星は米国の輸出ライセンスを
必要とすることになり、米国がこの競争において梃子を有することになる。実際、これらの
国は米国との二国間の通商合意に基づいて、打ち上げ回数の割り当てをも含めた国際市場参
入の条件を取り極めていた。
　米中間における二国間合意は、まず 1989 年 1 月に調印された 6 年間の「打ち上げに関する
米中二国間合意」を根拠としてきた。この合意を更新する形で、1995 年にはさらに 7 年間の
合意がなされ、97 年に一部修正を行って 2001 年の 12 月 31 日で失効した。しかし、クリント
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ン大統領は、後述の通り、これを更新しなかった。
　衛星のグローバルな市場が成長したことや、米国のロケット技術の後進性により、米国は
現在 40% を占めている市場シェアを維持することが難しくなってきている。その発端は、次
節で見るように、70 年代に NASA が一方通行のロケット開発に資金投与することを中止し、
そのかわりにスペースシャトルの開発に莫大な資金を注いできたことにある。すなわち、　
86 年のチャレンジャーの事故により商用荷重をシャトルに搭載することが禁止され、米国は
国内のロケット不足をフランスや中国のオファーによって埋めることを始めた。その頃から、
世界的なコミュニケーションの市場が発達し、商用衛星が増加したが、当時世界市場の 3 分
の 2 を供給していた米国の打ち上げ企業は急増する需要を満たすことが出来なかった。
　ヒューズ社（Hughes Space and Communications Co.）の衛星の 85% は海外のコミュニケ
ーションや放送関係の企業への販売で、これらの企業は早期打ち上げに優先順位をおいてい
るため、米国のような 18 ヶ月も前に予約しなければならないロケットを使うことには尻込み
していた。また、労働賃金が低く、市場経済に不慣れなため安価で提供している中国の打ち
上げを選ぶことも多い51。
　このように、いかなる政策が採られようとも、米国の衛星を米企業による打ち上げだけに
制限することは不可能だというのが、打ち上げ業者や衛星製造業者の認めるところとなった。
それだけに、米政府としても、安全保障優先政策をとり続けることが出来ない弱点も併せ持
っているのである。
（３）米国製衛星の対中輸出の歴史52
　米中間で衛星の輸出が始まったのは、比較的最近のことである。1988 年、レーガン大統領
は国務省と国防総省が認める限りにおいて、一連のセーフガードを含む打ち上げを許可した。
これを受けて同年 12 月 17 日に米中両国は「アメリカ合衆国政府及び中華人民共和国政府の
間の衛星打上げの責任に関する合意覚書」53 に調印した。つまり、この合意によって中国が米
国の人工衛星を打ち上げることが可能になったのだが、この背景には米国の宇宙開発政策が
深く関連し、影響を及ぼしていた。
　1984 年までは米国製衛星は米国の宇宙船（スペース・シャトル）によって打ち上げられて
いた。ところが、1986 年スペース・シャトル「チャレンジャー」が爆発すると、レーガン大
統領は急に政策を変更し、スペース・シャトルによる商用衛星の打ち上げを禁止したのであ
る。早速、衛星製造者はシャトルの代替を探した。ボーイング社やロッキード・マーティン
社が衛星打ち上げ業を始め、幼稚産業ながら世界のシェアを独占していたのだが、打ち上げ
台が国内供給だけでは不足するようになっていた54。それゆえ衛星業者は、米国や欧州より安
価な中国の長征ロケットでの打ち上げ許可を求めた。このような状況下で上記の二国間合意
が成立し、1989-94 年の間に 9 基を超えない衛星の打ち上げが認められるようになったのであ
る55。
　次なる転機は 1989 年の天安門事件によってもたらされた。事件直後、ブッシュ大統領はす
べての衛星の輸出を 1999 年 12 月まで延期した56。これは「天安門制裁」と呼ばれ、大統領は
衛星打ち上げが国益にかなうと考える場合、あるいは中国の人権・政治状況が改善されたと
考える場合に、制裁を個別に解除できることになっている。これに従って、89 年 12 月には早
くも 3 基の衛星の輸出を許可した。
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　その翌年、1990 年 2 月には、米議会は「1990-91 国務省授権法（PL101-246）」により、中国
での衛星打ち上げおよび国務省の軍需品リスト上の品目（衛星関連技術を含む）を中国に輸
出することを禁止した。これ以降、衛星の輸出は大統領がそれを国益にかなうと認めた場合
に、制裁をその都度一時的に解除することを必要とするようになったのである57。
　衛星の輸出管理には、それまで国務省と商務省が関わっていたが、本来ならば両用品は
商務省の管轄化で輸出許可が行われるはずのものであった。つまり、国務省は「武器輸出
管理法」のもとで軍需品の輸出を規制しており、規制される品目は「軍需品リスト（the 
Munitions List）」に列挙されていた。他方で商務省は両用品を「輸出規制法」によって管理
しており、そのための「商業管理リスト（the Commerce Control List）」を有していた。しか
し例外的に、両用品の中には国務省が管理するものもあり、その中に商業用衛星も含まれて
いたのである。軍事的に重要な性能を持つ衛星は国務省によって、それ以外の衛星は商務省
によって、輸出管理がなされてきたのである。冷戦が終結すると、この管理体制にも変化が
訪れた。1990 年 11 月ブッシュ大統領は、安全保障上の利益が著しく侵害されない限りにおい
て両用品を国務省の軍需品リストから除外するよう要求した58。これを受けて、国務省主導で
国防総省や商務省などがリストの見直しを共同で行った。この時、衛星は軍事的に微妙な位
置にあり、省庁間で意見の対立も起こったのだが、クリントン大統領は 96 年 3 月、最終的に
この論争に対する決着をつけた。すなわち、国務省と国防総省が引き続き政策形成プロセス
に関与することを保障しつつ、ライセンス供与の権限を商務省に移したのである。
　こうした再編成と時を同じくして、後にこの輸出規制法の抜け穴を露呈することになる 2
つの事件が起こっていた。1995 年 1 月と 1996 年 2 月の 2 度にわたり、中国での衛星打ち上げ
に失敗するという事故が起こったのである。1 度目は長征ロケットが打ち上げ後に爆発し、ヒ
ューズ社製 Apstar-2 を破壊した。2 度目はローラル社製の Intelsat を積んでいた長征ロケッ
トが制御不能となり、南中国の農村に墜落し、推定 200 名が死亡したのである。
　この事故で問題となったのは、事故原因の調査を米中共同で行ってしまったところ、そし
て政府高官が全くこれを知らされておらず、立会いもしなかった点にあった。ヒューズ社も
ローラル社も保険業者に報告書を要求され、次なる打ち上げに保険をかけるためにも原因究
明を急いだのである。その調査過程において、重要な技術情報を国務省の承認を得ることな
く中国と共有することになり、結果的に軍事的機密の漏洩へとつながったとされた。そのた
めなのか、96 年まで中国の打ち上げは 4 回に 1 回は爆破していたのだが、それ以降 10 回の打
ち上げをすべて成功させている59。
　各社から米政府への報告は、中国との情報共有の後になされた。このため司法省が機密漏
洩に関する調査を始めた。同様に独自調査を行った国防総省は 1997 年に報告書で、96 年のロ
ーラル社の事故後の行動は米国の国家安全保障にダメージを与えたと結論づけた。これに対
して CIA は独自のレポートで反論し、商用ロケットに使われる技術は、それ自体では弾道ミ
サイルに役立たないと述べた。
　米国内で衛星の輸出と安全保障との関係が取りざたされる中、1998 年 2 月にクリントン大
統領は、司法省の警告を無視してローラル社に新たな衛星の輸出を許可した。ローラル社の
シュウォーツ社長が 96 年の大統領選挙で民主党に対する個人献金者の中では最高額を献金し
ていたため、この決定は政治問題化した。また同時期、民主党に対する中国からの献金があ
ったことが明らかになり、それに携わった中国の軍事官僚が中国のロケット打ち上げ企業の
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幹部であることが判明し、米国内の騒ぎはエスカレートしていった。
　これが引き金となって、米議会では中国への衛星輸出を禁止する法案が提出され、また独
自に調査を行う委員会を上下両院それぞれに設置することを認める法案が可決された。この
下院における調査委員会が「コックス委員会」である。共和党議員であるクリストファー・
コックスを委員長とする特別委員会は超党派で調査を行い、98 年 12 月に提出された「コック
ス報告書」では、中国がスパイのネットワークを使って米国から核機密やその他の軍事技術
を数十年にわたって入手していたという事実が確定された60。報告書によれば、この窃盗は遅
くとも 70 年代後半から始まっており、90 年代半ばに重要な機密が盗まれ、現在も「ほぼ確実
に」続いているとして、38 の対処策が提案された。クリントン大統領は声明を出してこれに
対応し、報告書の提案はおおむね受け入れられると述べた。
　コックス報告書の提案内容は、「2000 年度国防授権法」に修正条項として加えられ、可決さ
れた。また、「1999 年度国防授権法」では、衛星輸出のライセンス供与の権限を商務省から国
務省に戻すという修正案も可決され、わずか 3 年間の商務省権限は消滅したのである。
　また米中間の衛星貿易も、95 年 3 月 13 日に合意された二国間合意が 2001 年 12 月 31 日で
失効した。
　現在、中国に対する衛星及び衛星関連物資の輸出は、上記の「1999 年度国防授権法（P.L. 
105-261）」に基づいて規制されている。その第 15 章「軍備管理、輸出管理、及び拡散防止に
関連する事項」の B 節「衛星の輸出管理」において、第 1511 条から第 1516 条が詳細な輸出
管理の内容を規定している。例えば 2009 年には、この第 1512 条に基づいて、オバマ大統領
が 3 月 4 日には人工環境装置について61、3 月 17 日には微粒子グラファイトなどについて62、
および 4 月 21 日に連続ミキサー及びジェット・ミルなどについて63、それらの対中輸出が米
国の衛星打ち上げ産業にとって有害とはならず、その輸出から派生しうる技術上の便益を含
むいかなる当該物質及び装備も、中華人民共和国のミサイル及び衛星打ち上げ能力を向上さ
せるものではないとの証明を上下両院それぞれに通達している。
　ところが、2009 年 9 月 29 日、オバマ大統領は大統領決定によって、この 1999 年国防授権
法の第 1512 条の機能を商務長官に委譲すると発表した64。これは米中間の宇宙協力を促進す
るためであるとの論評もあるが、当然米国内にはこの決定に対する批判も上がっている65。
　以上概観したように、米国の対中衛星輸出は歴史が浅いものの数多くの問題を提示してき
た。それは、輸出相手が中国という非同盟国であったこと、また人工衛星が安全保障と経済
双方に関わる両用品であったことに起因しているのである。
おわりに
　本稿は、安全保障と経済との関係について示唆を得るため、米国における両用技術の輸出
規制の問題を、特に中国との関係において商用人工衛星がどのように輸出されたり規制され
たりしているのかを事例として分析した。米国にとって中国が敵国となった朝鮮戦争から米
中国交正常化までの時期には、米国は禁輸政策を講じてこれに対処した。その後、米中国交
正常化がなされ、対ソ連戦略上の重要なチャイナ・カードとして準同盟国に位置づけられる
と、輸出が再開され、徐々に両用技術も供与するようになった。冷戦後は、米国にとっての
中国の位置づけが極めてあいまいとなった。同盟国でも敵国でもない、非同盟国としての中
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国に対して、特に両用技術を輸出するかどうかという問題において、原則を打ち出すことは
なかった。しかしこれは、中国という相手国の位置だけに起因するものではなく、両用技術
全般を管理する輸出管理法（EAA79）の修正が一向に結実しないことからも、問題の複雑さ
が明らかとなった。
　本稿脱稿間際に、オバマ大統領によって衛星打ち上げ技術を含むミサイル関連装備及び技
術の輸出管理の権限が商務長官に委譲されたことは、安全保障と経済の優先順位に変化が生
じたことを反映しているのかもしれない。この問題については、今後の課題としたい66。
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